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１．研究の背景と目的
　小・中・高等学校家庭科の衣生活領域では、被服
の選択、着用、管理、保管、処分といった被服行動
について総合的に学習し、体系的な衣生活教育が行
われている。しかしながら、筆者らが実施した、家
庭科を既習したことを前提とする高校生（15歳）
以上を対象にした調査では、衣服の取扱い絵表示を
ほぼ全員が認識していたものの、正確な理解は男性
より女性が高く、一連の被服行動に課題を呈するこ
と、および家庭科の授業で習得する知識や技術に差
が生じていることが示唆された1)。
　繊維製品の品質は、家庭用品品質表示法（家表法）
に基づく。この一部である「繊維製品の取扱いに関
する表示記号及びその表示方法」の洗濯等ケアラベ
ルを規定する JIS L0217：1995（現 JIS）が、2014年
10月、JIS L0001：2014（新 JIS）に変更された。そ
して、2015（H27）年 3月 31日に家表法が改正告
示され、2016（H28）年 12月 1日から JIS L0001と
して施行されることとなった2)。
　私たち消費者は、衣服に表示された情報をもとに、
商品を購入し管理するため、表示内容は適正に提示
され、理解する必要がある。しかしながら、既往研
究では、洗濯時には表示を確認するが、購入時には
確認しない人が多く3)、新 JISに導入される国際規
格（ISO 3758）の表示の意味を、大学一年生の 9割
以上が理解できなかった4)。
　本研究は、衣服の洗濯等取扱い表示の改正をきっ
かけに、表示に関する認識を把握する目的でアン
ケート調査を実施した。調査は高校生以上を対象と
し、性別および高校生、学生、一般に区分して比較
した。併せて、表示変更に伴う課題について考察し
た。
　また文献をもとに、表示統一に至るまでの経緯や
過去の改正に伴って起きた問題点や改善策を把握す
ることで、新表示に移行することで想定される課題
について、家庭科および消費者教育の視点から検討
し、指導につなげることを目的とした。
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２．文献調査
2―1．国際標準化の背景
　国際標準化の起こりは 1865年にパリで設立され
た ITU（International Telecommunication Union　国
際電気通信連合）に端を発する。そして現在も国際
規格として一般的によく知られる IEC（International 
Electrotechnical Commission　国際電気標準会議）
は電気技術産業の分野から始まり、日本は 1906年
の設立会議からメンバーとして出席しており、1908
年の IEC正式発足後、1910年に加盟している5)。
　さらに日本は、1921年に管制（当時の商工省、
後に通商産業省に改組、現在の経済産業省）の工業
品規格統一調査会を設置し、1928年に設立した
ISO（International Organization for Standard-ization　
国際標準化機構）の前身である ISA（International 
Standardizing Association　万国規格統一協会）に
1929年加盟している。その後、2度の世界大戦が国
際標準化の活動を低迷させたが、終戦翌年の1946年、
ISAを合流し ISOが創設され、工業規格の国際的
統一と調整を促進することを目的に 1947年 2月正
式発足した6)。
　国際標準化機構が欧州を中心とした国際規格を発
行するのに対して、米国は独自の標準化機関
ASTM（American Society for Testing and Materials　
米国材料試験協会）を持つ。この歴史は古く、1898
年にレール製造用の鋼の規格を設定したことに始ま
る 7)。世界最大の民間、非営利の国際標準化、規格
設定機関だが、ASTM規格化の手続きは米国連邦
法によるところが大きい。そのため、米国の国内規
格として認識された上で使用されてきた。また、
ISOによる国際標準化にはほとんど興味を示してこ
なかった。
2―2．JIS L0217：1968の制定
　電気産業、工業製品を中心に国際標準化が進めら
れた一方で、衣料品は 20世紀初頭に発明された新
繊維を取り巻く世界情勢も影響し規格化は困難を極
めた。日本では1949年に工業標準化法の制定に伴い、
JIS（Japanese Industrial Standards　日本工業規格）
調査会が設置され、国内標準化はもとより、世界標
準化に目を向け、1952年には ISOに加入した。
　繊維製品の取扱い表示を国際的に統一すべきとい
う意見は、現在の欧州連合（EU）体制の元となっ
た 1957年設立の欧州経済共同体連合（EEU）加盟
国を中心に行われてきた8)。当時、この問題を検討
した欧州各国の専門家らは、「家庭婦人にも洗濯業者
にも簡単にわかる取扱い表示の一組の国際的な符号
を作る」ことを目的に研究に当たったとあり、連合
組織および地理的・文化的なグローバル体制を活か
しつつ、消費者保護の視点があった。日本の繊維業
界でも動向を注視し、統一された取扱い表示がある
ことの最大の利点として、「不良な繊維製品を市場か
ら駆逐し、良質商品の使用が増加することになる 8)」
と考えていた。
　ISOは 1955年、取扱い表示の問題に関する質問
が寄せられたことを機に技術委員会を設置し検討を
始めた。1959年、取扱い表示に関する第 1回シン
ポジウム（CIRFS：Comité International de la Ray-
onne et des Fibres Synthétiques）がパリで開催され、
取扱い表示の提案があり、1960年の第 2回には技
術委員会が設けられ、1．記号の形、色に関する研
究　2．ISOの標準により、製品の評価ならびにラ
ベルの説明書を作成する　3．消費者、クリーニン
グ業者に対する PR用パンフレット作成の 3つの任
務に当たった。1963年の第 3回シンポジウムでは、
国際ラベル案（ISO案）が決定し、欧州各国で実施
が始まった9),10)。
　日本では 1955年に繊維製品品質表示法が制定さ
れ、適正表示が法律上の義務とされた。ただし、こ
の品質表示は指定文字制度による組成表示（いわゆ
る、綿、毛、絹、ナイロンなど指定繊維名）だけで、
商品によっては単に繊維名の列記のみで組成百分率
を記載しなくてもよいことになっていた7)。この時期、
新しい繊維（合成繊維）が消費者の身近に使われる
ようになり、消費者の生活水準も上昇し、正確な表
示を望む傾向が強くなった。消費科学の発展による
表示技術の上昇も力添えした11)。
　1962年 5月、家庭用品品質表示法が公布（施行
は同年 10月）され、それまでの繊維製品品質表示
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法を吸収し、合成樹脂加工品、電気機械器具、雑貨
工業品の 3商品群が追加されて新法として制定され
た12)。しかし依然として繊維製品については、組成
繊維とその混用率（％）、表示者の 2項目のみの表
示に留まり、繊維種に対応する取扱いがなかったこ
とから、消費者にとっては必ずしも価値のある表示
になっていなかった。業界の対応、政府の消費者保
護、消費者自身の表示要求の姿勢のいずれも低調で
あったことが遅れをもたらしていた。
　表示は価格の一部と言われるが、不適切な組成表
示を消費者が見抜くことは難しい。当時実施された
布地の判別試験の結果によれば、織物問屋、洋品小
売店、クリーニングの各従業者と被服科短大生の対
象いずれもが、日頃慣れ親しんできた単色の天然繊
維のみからなる布地は比較的正しく判別でき、化学
繊維や混紡・交織の布は判別能力が低く、色柄物に
なるとさらに成績が悪化したと報告している13)。
　通産省繊維局（現在、経産省繊維課は 2016年 6
月から製造産業局の生活製品課に再編）は、国内は
もとより、国際的な取扱い表示の必要性を鑑みて、
先行して研究を行っていた繊維製品消費科学会に
「家庭用品品質表示法の施行についての質問事項」
を寄せた。そこで、同学会は 1962年に品質表示の
研究委員会を立ち上げた7)。時を同じくして、ISO
は 1965年に TC38（繊維部門）委員会を設け、国
際ラベル案の検討を続けていた。翌 1966年には、
CIRFSから日本化繊協会に国際ラベル案を実施す
る要請があった10)。
　このような国内外の情勢の下、消費者に直接対峙
する三越は 1967年 7月、ISO案を日本化した方式
で取扱い表示の実施に踏み切った。また同年 8月、
縫製品メーカーを中心とする絵表示推進協議会方式
（繊維製品品質研究会で研究発表）が全く別の表示
方式を発表し、二次製品メーカーで実施を始めた。
一方、通産省から質問を寄せられた繊維製品消費科
学会も同年 9月に業界案を発表したことから、国際
的な統一が希求される中、日本には 3方式の表示が
存在する事態となった 7)。
　消費者はもとより、メーカー、商社など繊維に関
わる流通部門で混乱が生じたことは容易に予想され、
消費者保護法を審議した「物価問題等に関する特別
委員会」で問題とされ、早急な統一をはかるよう通
産大臣に要求し、同法の付議事項として表示の問題
が加えられた。また、3方式が併行する中、名古屋
の百貨店を中心として構成された繊維製品品質研究
会は、統一化の要望に基づき検討を重ね、1968年 5
月に統一試案をまとめた。政府は急遽検討を重ね、
1968年 12月 1日、繊維製品の取扱いに関する表示
記号に JISの絵表示案を採択し、JIS L0217を制定
した7)。
　制定後の普及状況や利用状況の調査が数多く実施
された。国民生活センターや消費者団体を対象とし
たモニター調査は、衣生活上の問題に比較的関心が
高いため、家庭で洗濯される繊維製品の表示の普及
率はかなり高かった15)。一方で業界の任意表示で
あったことから誤表示も多く、消費者からのクレー
ムに対応する表示者からの相談がしばしばあったと
言う15)。これは、購入時に品質表示を確認する消費
者が著しく低かったという、実態調査の結果と一致
するものである15)。
　正しい表示を行うためには、技術基準を定める試
験方法の確立も必要であり、通産省は基準調査委員
会を設置し、繊維製品検査所を中心に調査を行った
16)。その結果、アイロンの掛け方や絵表示の意味の
誤解により妥当性を欠くものや、洗い方やアイロン
の掛け方の約 6割が不適当と認められた。理由とし
て、化繊や合繊の新しい繊維製品や生地の加工方法
が開発され市場に出回るようになったこと、家庭用
電気洗濯機の普及による影響があげられる16)。
　これらを是正するため、新繊維や素材、加工の開
発によって新商品が販売される際には、それらを購
入、着用する消費者がどのように取扱ったらよいか、
管理方法と表示の対応関係を詳細に試験し、製品の
種類ごとに表示すべき絵表示グループの規定を検討
する必要がある16)。それらを反映した法律が逐次見
直される必要がある。
2―3．JIS L0217：1976改正と ISO 3758：1991の制定
　衣料品はその外観だけでは、適切な取扱い方法が
わからず、場合によっては重大な損傷を与えてしま
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うことがある。同時に国際貿易品であり、表示を言
語で付与するには限界があることから、絵表示（ピ
クトグラフやシンボルと呼ばれる）によって表現す
る試みが、欧州を中心に古くから存在する 17)。世界
の絵表示は、道路標識や公共施設などに見られるが、
1964年の東京オリンピックで各種競技場を示す案
内板に絵表示が初めて採用され、世界に広がったと
される17)。
　衣料品の取扱いは極めて伝統的生活習慣に根ざす
行動であることから、国際的に標準化することは難
題であった。前述の通り、多数の言語を衣料品に付
与するのは不可能に近く、言語に依存しない絵表示
を採用することは、国内の識者の間でも指摘されて
いた17)。繊維検査機関の有志からなる絵表示研究会
では、絵表示に対する思想の統一をはかるため、通
産省が 1974年 3月に発表した「絵表示技術基準調査
報告書」をベースにして、「絵表示の手引き」を作成
した18)。
　ISOでもすでに、1963年に設立された ISO TC（繊
維部門）において、繊維製品の取扱い表示の DP
（Draft Proposal）案が提出されており、フランス、
西ドイツ等で使用されていた絵表示とイギリスの一
部言語を併記する絵表示が使用されていた。以降、
継続した審議が重ねられたが、1975年、参加各国
の強い反対により ISO TC38DP案は不成立となり、
国際規格化の道は一時閉ざされた17)。早くから ISO
の基本方針が提起されていたにも関わらず、国情の
相違による利害関係も影響し、国際規格の統合は長
年の懸案事項となった。
　1968年に JIS L0217を制定した日本では、絵表示
（ピクトグラフ）の研究20)を行いながら、情勢の変
化に対応するため、同法施行令や品質表示規則、規
程、規定を改正しながら、8年後の 1976年、家庭
用品品質表示法の一部改正で取扱い絵表示が追加さ
れた。21ヵ月間の猶予期間を持って、1978年 7月 1
日から、国内で一般消費される繊維製品の大半に「絵
表示記号」による家庭洗濯など取扱い上の表示が完
全に義務付けられることとなった21),22)。
　これには、1960年にアメリカで制定された“Sure 
Care Symbols”の絵表示の影響が少なからずあり、
表示を文字か絵にするかによる効果的な方法は試行
錯誤の段階にあった。その後 1972年にアメリカは、
絵表示を取り止め文字による表示を法定の強制表示
として決定している23)。
　ISOについては、1975年の不成立以来 10年を経
た 1985年、突如英国（ISO TV38繊維部門議長国）
から、繊維製品の取扱い絵表示について、現状のま
ま各国バラバラに利用されているのは不都合である。
議論を尽くして国際規格を作るべきであるとの主張
がなされた。そこでケアラベル委員会（SC11）が
創設され、日本から委員長が就任した。これは日本
が取扱い絵表示において、先行的な歴史を有してい
たからと考えられる17)。
　1987年 ISOは衣料品の取扱い絵表示を検討する
委員会をスイスで開催し、欧州案および日本からは
JIS L0217の図柄が提案された。激しい討議が続け
られ、欧州が日本の絵表示を受け入れない主な理由
として、以下の 3点をあげた。①洗濯のシンボルマー
クは電気洗濯機を表現するとは言えない。②塩素漂
白を表すフラスコは適当ではない。③自然乾燥の図
柄は必要ではない。さらに絵表示の統一以上に日本
が解決しなければならない問題が絵表示の商標権
（知的財産権）であった。
　ISOの絵表示記号（5つの基本記号）の知的財産
権（商標権）は、パリに本部を置くGINETEX（繊維
製品取扱い表示のための国際協会）が持つ。GINETEX
は、フランス法に基づき設立された NPOで、1975
年に「繊維取扱い表示ラベルに関する国際シンポジ
ウム（1963年設立）」から事業を引き継ぎ、言語に
依存しない表示マーク体系の開発に従事している。
日本は家表法の規定により JISの取扱い表示記号を
使用するよう義務付けられているので、GINETEX
に商標権がある表示記号の採用はできない。また
GINETEXの表示記号使用には莫大な年間使用料が
かかった。
　一連の会議において結論は投票に委ねられ、GINETEX
案を基にする ISO 3758（Draft International Standard）
が賛成多数により成立し、規格化の手続きを経て、
1991年制定された。1975年の不成立からかれこれ
16年が経っていた18)。
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2―4．改正を経て整合化へ
　衣料品の取扱いは生活に密着しており、日本の
JIS L0217：1976は日本で使用されている洗濯機や自
然乾燥に沿った絵表示となっている24)。規格化に必
要な試験方法に準拠されるが、ISOの洗濯試験で指
定されている洗濯機は水平ドラム型（欧州型）とア
ジテータ式（米国型）で、日本の一般家庭で多く用
いられているパルセータ式はない。
　洗濯には、洗濯機洗いと手洗いがあるが、JISは
洗濯機の絵記号と手洗いの桶の絵記号を併用してい
るのに対し、各国の規格協会や組織では、桶の絵記
号 1つで表示していた。加えて絵の中に温度が表示
されているが、単位の有無、上限値なのか推奨値な
のかは、絵表示だけでは分かりにくい。かといって
アメリカのような文字表記は多言語対応に無理があ
る。日本は記号の中に日本語を併記した絵表示もあ
り（例えば「弱」や漂白における「エンソサラシ」な
ど）、標準化のためにクリアしなければならなかっ
た。
　乾燥、絞り方、干し方については、欧州ではタン
ブラー乾燥が一般的で、日米以外は自然乾燥や日本
の物干し用ハンガーの絵を使用しない。タンブラー
乾燥の表示は、正方形内に○印でこれに温度やレベ
ルを点（・）の数で示している。絞り方の表示があ
るのは日本だけで、「ヨワク」と文字が書かれている
場合もあり、各国には馴染まない。干し方はさらに
複雑で、前述した通り、日本のハンガー掛けの絵は
なく、自然乾燥がないことやこの試験方法もない。
欧州では正方形の枠の中に「吊り干し・平干し」「日
向・日陰」を意味する線を方向と本数で分けて表示
している。
　この他、JISが洗濯、漂白、アイロン掛け、ドラ
イクリーニング、絞り、乾燥の 6項目 22種類で表
示しているのに対し、欧米では絞りを除く、洗濯、
漂白、乾燥、アイロン、ドライクリーニング（順番
は各規定で異なることがある）の 5項目 41種類か
ら構成されている。
　1995年 1月、TBT（The WTO Agreement on Tech-
nical Barriers to Trade　貿易の技術的障害に関する
協定）を含めたWTOが発足し、加盟国である日本
はWTO/TBT協定による国内規格の国際規格との
整合化方針や、基準、認証制度に係る市場開放要請
に応える必要に迫られた。同年 3月には政府による
規制緩和計画の遂行により、新たな表示記号体系に
変更することとなった。同時に海外からは、「日本独
自の取扱い表示記号は貿易の障壁となる可能性があ
り、ISO規格へ整合する必要ある」との要請が来て
いた25)。
　1995年、JIS L0217は一部 ISO整合化のため、2
回目の改正を行ったが、「ISOとの整合化は諸条件や
見通しがついたときに行う」という消極的な方針に
留まった18)。業界からは依然として GINETEXの商
標権料の懸念、消費者代表からは慣れ親しんだ JIS
表示変更への強い反対があった25)。
　各国で懸案としながら国際標準化が進まなかった
が、1998年に米国が ASTM D5489を制定したこと
により、ISO 3758が急転換した。ASTM規格の基
本図柄（Basic Symbols）は ISOの基本 5項目とほ
ぼ同じだった。図柄の組合せ順序や従来の文言のみ
の表示も残しつつ、ASTM絵表示の表示と文言と
の併記に対応する柔軟なものであったため普及を広
めた。そこで ISOはアメリカの意見を取り入れ、
2005年に ISO 3758を改定した18)。
　海外から日本に輸入される繊維製品に付けられた
絵表示は、付け替えまたは付け足しが必要であり、
日本独自の図柄と表示義務は貿易の技術的障害と
なっていた26)。1995年のWTO/TBT協定以降の国
際的動向を受けて、ISO 3758を中心とした改正原
案の作成が進められた。5年毎の見直し規定を契機
に、また、日本からの長年にわたる自然乾燥記号お
よび家庭用自動洗濯機の追加提案が実を結び、2012
年 ISO 3758が日本案を受け入れ改正された26)。こ
れにより日本の消費者にも不利益がないと判断され、
2014年改正の今回の整合化に至った。
　2015年 3月 31日に発行された告示文には、「取扱
い絵表示」を「取扱い表示」に、JIS番号の「L0217」
を「L0001」に改めるとある。また附則には、本告
示が2016（H28）年 12月 1日から施行されるとあり、
改正から施行まで 1年半の準備期間が設けられた。
2016年 12月 1日から衣料品に付けられる表示記号
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の数は、これまでの 22記号から 41記号と倍増する
ことから、消費者の衣料品に対する取扱い方法とし
て使い勝手がよくなると期待される。しかし、従来
の表示とは全く異なる記号となることから、消費者、
アパレル業界、クリーニング業界などでは、表示の
意味をよく理解し、適切な表示をし、その表示に従っ
て衣料品を適切に取扱う必要がある27)。
３．アンケート調査
3―1．調査方法
　調査は自記式質問紙による集合調査法、郵送法を
用いて行った。調査の協力依頼および用紙の配布は、
2015年 10月 23日～12月 13日にかけて行い、2016
年 1月 6日を回収締切日とした。
3―2．調査対象
　対象は、高校生（15歳）以上の男女とした。こ
れは義務教育である小・中学校で家庭科の授業を受
けたことを前提とし、洗濯行動への関心や取り扱い
絵表示の理解がなされているか検討するためであ
る。
　アンケートは 1,981票配布し、うち 1,808票を回
収した。有効回収数は 1,667票（有効回答率
92.2％）であった。
　本調査では、男女および高校生、学生、一般に区
分した。学生とは年齢区分ではなく、現在、学生の
身分にあるとの回答を元にし、高校生以外とした。
表 1に回答数、年齢および標準偏差を示す。年齢、
性別、区分が未回答のものは除外した。
3―3．統計解析
　統計解析は統計ソフト SPSS（IBM社製，Statis-
tics 22）を用い、基礎統計量を求め、性別および各
群のクロス集計、カイ二乗検定（有意水準 5％）を
行った。
3―4．アンケート調査結果
3―4―1．洗濯を担う人物に関する事項
　自分の衣服を洗濯する人について、区分および性
別毎の割合で示した（表 2）。一般女性（85.7％）と
学生男性（59.4％）は自分で洗濯しており、高校生
男女は母親が担っていた。一般男性は配偶者
（40.4％）と母親（18.3％）で過半数となる。居住者
構成の影響を受けるが、学生女性は自分および母親
がほぼ同程度であった。2012年の我々の調査にお
ける学生、一般のみの結果はほぼ同程度で、総じて
家庭内の女性（母親や配偶者）が担っている現状は
変わらない1)。
3―4―2．絵表示の認識に関する事項
　表示の認識率は、高校生男女 81.8％、87.0％、学
生男女 80.4％、90.6％、一般男女 81.0％、93.6％と
高かった。さらに、表示タグが衣服についているこ
と は、 高 校 生 男 女 92.5％、96.9％、 学 生 男 女
92.7％、98.0％、一般男女 90.6％、97.6％と、ほぼ
全員が知っていた。
　表 3は衣服の購入時と洗濯時にタグ表示を確認す
る割合である。一般女性以外は、既報2)同様、購入
表１　各群の回答数、年齢および標準偏差
区分 性別 回答数 平均年齢 標準偏差
高 校 生
男 412 15.8 0.7
女 416 16.0 0.8
合 計 828 15.9 0.8
学 生
男 216 20.2 2.7
女 392 20.1 3.3
合 計 608 20.2 3.1
一 般
男 105 38.1 11.6
女 126 41.6 11.8
合 計 231 40.0 11.8
合 計
男 733 20.3 8.9
女 934 21.2 9.6
合 計 1,667 20.8 9.3
表２　自身の衣服の洗濯を担う人物（％）
区分 性別 自分 母 父 配偶者 その他
高校生
男 2.5 88.3 3.5 ─ 5.7
女 4.8 86.7 1.9 ─ 6.5
学 生
男 59.4 36.9 2.3 ─ 1.4
女 47.1 47.6 2.3 ─ 3.1
一 般
男 39.4 18.3 ─ 40.4 1.9
女 85.7 11.9 ─ 2.4 ─
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時に確認しておらず、洗濯時に確認する割合が高い。
これは洗濯を担う人と相関があり、表示への関心は
管理等の実施者であるかどうかが影響する。
　中学生以上の男女を対象に行われた 1983年の調
査結果28)では、購入時および洗濯時ともに、女性よ
り男性が、また男女ともに年齢が下るに従って確認
する割合が低くなっていた。一方で、家庭科の男女
共修（1989年学習指導要領改正時）以前の 1981年
に高等学校女生徒のみを対象に行われた衣生活の管
理に関する調査29)において、購入の際、衣服の取扱
いの難易（取扱い絵表示を見る）は重視されていな
かった。1987年に実施された女子大学生を対象と
した結果も同様で、取扱い表示を気にかけない人が
半数以上おり、その理由として、見ても分からない、
関心がないとの回答であった30)。
　絵表示の購入時からの関心は男女関わらず低く、
衣服管理への応用は 30年前とほとんど変わってい
ない。取扱い表示に関する法律が整備され、普及し
たとしても、取扱い表示は価格や環境保全の一環と
いう消費者の認識の向上には結びつかないであろう。
今回の大規模な JIS表示の改正は、取扱い表示への
関心を高めるチャンスである。国際標準化はもとよ
り、消費者が品質表示を商品価値の一部として認識
する”Clever Care”31)のような取り組みが大手アパ
レルメーカーを中心に行われている。
3―4―3．衣服の管理に関する事項
　取り扱い絵表示の理解について、図 1の 1-a～
2-bの 4種類の意味を選択式で回答させた。1-a，
2-aは現行 JIS、1-b，2-bは新 JISである。
　現行 JISの全群平均正答率は、1-aが 60.7％、2-a
が 55.8％であった。新 JISの正答率は、1-bが
12.6％、2-bが 19.8％と非常に低かった。また、1-b
は選択肢に設けた「40℃の水温を限度として手洗い
ができる」を 67.1％が選択した。絵表示を見ること
なく文言による説明だけで、1-bを「手洗い」と間
違えたのは、現行 JISの記号 3と非常に似ているた
めと考えられる。さらに、2-bは全般的に正答率が
高い一般女性でも低かった。日本では洗濯物を自然
乾燥させるが、欧米ではタンブラー乾燥させる。従
来、2-bの記号はなかったため、正しく理解される
までに時間を要するであろう。
　1968年から 2回の改正を経て約 50年使用されて
きた JIS絵表示の理解は完全ではなく、記号そのも
のの課題も含め、管理の担い手や衣生活への関心と
認識等が影響する。また、長年使用してきた背景に
は、日本の生活実態に即した記号として独自性を持
たせていたことから、新 JISの似た表示を間違う可
能性が高い。新 JISの周知において、消費者の取扱
い方を想定した解説が必要であろう。
　日本で絵表示が始まった頃21)や輸入品や海外旅行
が一般となり海外の絵表示を目にする機会が増えた
頃、表示の課題が検討された21),24)。図 1記号 3のよ
うな「手洗イ」などの文字がなくなり記号に統一され、
図 1記号 2-aのような長袖 Tシャツをハンガーに掛
けた日本独自の記号が正方形にと、分かりにくい印
象を持つのは当然である。この対応策ともなる今回
表３　購入時と洗濯時のタグ確認（％）
区分 性別
購入時タグ確認 洗濯時タグ確認
???????? ????????????????? ?????????
高校生
男 2.7 32.4 65.0 10.6 40.3 49.0
女 4.3 38.9 56.8 14.1 55.6 30.3
学 生
男 5.0 32.0 63.0 11.9 48.9 39.3
女 5.6 44.4 50.0 17.9 61.4 20.7
一 般
男 7.5 41.5 50.9 11.3 56.6 32.1
女 31.5 49.6 18.9 28.3 61.4 10.2
図１　上段 1-a～2-b：質問した絵表示
　　　下段 3：現行 JISの手洗いを意味する絵表示
1-a：現行 JIS 1-b：新 JIS 2-b：新 JIS2-a：現行 JIS
3：現行 JIS
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の改正ポイントは、表示内容に対する考え方として、
取扱い方の上限を示していることである32)。例えば、
表示よりも強い作用や高い温度で洗濯やアイロン掛
けを行うと、衣類にダメージを与える可能性がある
ということを表示している。正しい取扱いをすれば
衣服の寿命が伸び、消費者にとって喜ばしいことで
ある。表示の意味を正しく理解することで、変更当
初の拒否反応は少しずつ軽減すると考える。
　衣服素材に対応する使用洗剤とアイロン温度とし
て最も適切なものを選択式で回答させた。高校生、
学生に比べ、一般の正答率が高かった。管理の一つ
に洗濯とアイロン掛けがあり、使用される洗剤や洗
濯機、アイロンもまた、表示内容と合致するもので
なければならない。アパレルメーカーだけでなく、
衣料品の周辺製品を扱うメーカーにおいても、新
JISの表示内容に沿っていく必要がある。
3―4―5．絵表示変更の認識に関する事項
　絵表示が現行 JISから新 JISに変更することにつ
いて、全群の 8割以上が知らなかった。最も認識率
が低かったのは一般男性の 5.7％であった。変更を
知っていた 2割の情報源（複数可）は、家庭科の授
業 35.1％、次いでテレビ 34.5％であった（図 2）。
　1989年の学習指導要領改定により、家庭科は実
践教科として男女共修となり、消費者教育が重視さ
れてきたが、認識率の男女差を埋めるに貢献してい
るとは言い難い。小・中・高等学校の家庭科教員を
対象とした調査結果33)では、洗濯の授業で教えてい
る内容の上位ベスト 3に、全学校種で取扱い絵表示
がランクインしており、洗濯の授業において教員が
特に重視していた。さらに本調査の情報源の 1/3が
家庭科の授業で最大であったのにも関わらず、知識
や技術の習得とは必ずしも相関していなかった。
　2015年 10月から行われている消費者庁や経済産
業省の消費者への周知活動（パンフレットやリーフ
レットの公表34)は、各地の消費生活センターから情
報発信されているものの、インターネット 10.8％と
言うことは、現代の情報化社会にあって、性別や年
代、生活形態にあっているとは言い難いだろう。
４．ま と め
　繊維製品の取扱いに関する国際標準化の変遷をま
とめることで、日本と諸外国で使用される国際規格
の表示に関わる課題を明らかにした。ただし、表示
を使用する消費者および家庭科教育の視点を中心に
文献にあたったため、新 JIS実施に伴う課題とされ
ている試験方法や表示責任者側の課題は必ずしも十
分とは言えない。国際規格と整合した新しい取扱い
表示記号の採択は、グローバルな視点から今後の繊
維ビジネスの活性化につながることが期待されてい
る。新しい取扱い表示記号が各方面で正しく理解さ
れ、混乱なく利用されるためには、表示者はもとよ
り表示を利用する消費者や関係業界の積極的な努力
が求められる35)。
　本調査から、絵表示変更に対する認知は不十分で
あり、新 JISの表示の意味を正しく読み取ることは
難しいことがわかった。そのため、関心や理解の低
群は、家庭洗濯の際、適切な取り扱いができない可
能性が高まると予想される。表示への関心と理解は、
衣服の購入や洗濯（管理）の担当者と相関しており、
両者は相乗効果をもたらすが、一方だけの貢献度は
低い。衣服は購入、管理、保管、廃棄のサイクルが
あり、どこか一部の関心や理解が薄いことで、全体
の円滑な循環に悪影響を及ぼす可能性が示唆され
た。
　変更に関する情報が広く、正確に提供されること
が望まれる。消費者庁からの発信に頼るだけでなく、
家庭科の授業
35.1％
テレビ
34.5％
インターネット
10.8％
人から聞いた
9.8％
新聞
4.6％
その他
5.2％
図2　絵表示変更についての情報源
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アパレルや洗剤を取り扱うメーカー、クリーニング
業界等との連携も重要であり、消費者は注視してい
く必要がある。教育現場では、洗濯を生活の一文化
と捉え、新 JISに取り入れられた ISO表示が意味す
る各国の洗濯事情や背景を通して表示への理解を高
めたい。ひいては循環型社会の一助に繋がると考え
られる。
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